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第５章 地盤条件  

５-１．地盤条件の整理 
５-１-１. 整理内容 

(1) 地形概要 

大阪モノレールの延伸区間は、大阪平野の東半分を占める河内平野に位置する門真市～東大阪市瓜

生堂間の 9km の区間である。 
河内平野は、かつて河内湾と呼ばれる内湾が存在した地域である。河内湾は約 6000 年前の縄文海

進によって、海域が上町台地の東側まで拡大することで生じた内湾であり、ここに堆積した鹹水～淡

水性の地層が現在の河内平野の表層部をつくっている。 
 
(2) 地質概要 

大阪堆積盆地と呼ばれる大阪平野と大阪湾は、地質構造的には一連のもので、ここに分布する地層

は、基盤岩類を除いて、下位より大阪層群、上部洪積層、沖積層に大きく区分される。 
 
(3) 地層構成 

  地層構成は、次頁に示す内容とする。 
 

 
５-１-２. 参考資料 

 本地質条件は、主に以下の資料を参考に、統一事項を整理する。 

 

 1) 道路橋示方書・同解説                  （平成29年 11月）  日本道路協会 

 2) 大阪モノレール構造物設計要領（RC支柱運用編）（平成13年 2月） 

大阪府茨木土木事務所・モノレール事務所 
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表 調査区間の地質層序表 
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５-２．地盤条件の設定方法 
５-２-１. 基本方針 

(1) 土質定数の設定は、土質調査結果より橋梁毎の各土層に土質定数を設定する。 

     

(2) 本マニュアルの算定方法を基に、土質定数を算定するが、これによらない場合には発注者と協

議の上決定する必要がある。 

 
５-２-２. 各定数の設定方法 

(1) 設計 N値 

 ・設計に用いる N 値は、礫たたき等の異常値を取り除いた後に、平均 N 値を設定する方針とす

る。 

  
・地質調査結果（ボーリング）において、礫たたき等の貫入量10cmごとの打撃回数が大きく異な

る場合は、その原因を追究し、適切なN値を設定する。 

貫入量10cmごとの打撃回数が大きく異なる場合の例として以下に示す。 

    0～10cmで 9回    ①3回目は礫をたたいていると判断し、 

   10～20cmで 9回     N＝9×3＝27 

   20～30cmで 30回   ②層の分かれ目と判断し、 

                 上下の層のN値設定に使用する。 

 

(2) 単位体積重量γ 

 ・試験が実施されている場合はその値を使用することを基本とする。 

 ・試験値がない場合は、「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編、H29.11、日本道路協会、P.119」に

より設定する方針とする。 

 
(3) 粘着力C 

・粘着力の試験が実施されている地層は試験値を用いる方針とし、試験値がない地層はN値か

らの推定とする。 

 

・N値からの推定は、「大阪モノレール構造物設計要領（RC支柱運用編）、H13.2、大阪府茨木土

木事務所・モノレール事務所」に準じ、下式により算定する。ただし、砂質土の粘着力は見

込まないものとし、粘着力は0とする。 

 

沖積層・その他 ： C＝6.0N 

洪積層     ： C＝10.0N 
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(4) 内部摩擦角φ 

・試験値がある場合は基本的に試験値を用いる方針とし、試験値がない地層はN値からの推定

とする。 

 

・試験値がない場合は、道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編、H29.11、日本道路協会 P.536」

における推定式により算出した値を、橋梁区間で平均した値を採用する。下記推定式は、N＞

5の場合に適用される。そのため、N≦5の場合は「NEXCO設計要領 第一集 H28.8 P.参 1-2」

に記載の「砂質土層(密実でないもの)」としてφ＝25°を適用する。 

なお、粘性土については内部摩擦角を考慮しない。 

 

   【内部摩擦角の推定式】 

φ＝4.8logN1＋21 (N＞5) 

N1＝170N/(σv’+70) 

    

ここに， 

φ：砂のせん断抵抗角(°) 

σv’：有効上載圧 (kN/m2) で，標準貫入試験を実施した時点の値 

N1：有効上載圧100kN/m2 相当に換算したN 値。ただし，原位置のσv’がσv’＜50 

kN/m2 である場合には，σ’v=50 kN/m2 として算出する。 

N：標準貫入試験から得られるN 値 

  

(5) 変形係数E 

・基本的に孔内水平載荷試験を実施している層は、試験値を用いる方針とし、試験値のうち、

対象地層での最小値を用いる。ただし、以下のE=700･Nとした相関式から求めた変形係数と

かい離する場合は、E=700・Nによる変形係数とする。 

 

・試験が実施されていない層は「道路橋示方書・同解説、Ⅳ下部構造編、日本道路協会、H29.11 

P.188」による推定式E=2800・Nから求まる値とする。なお、ここでは孔内水平載荷試験から得

られる変形係数と同様とするため、E=700・Nとして整理する方針とする。 

 

・地盤反力係数の換算係数αは、「道路橋示方書・同解説、Ⅳ下部構造編、日本道路協会、H29.11 

P.188」の下表を用いる方針とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 変形係数Eと地盤反力係数の換算係数α 

変形係数Eの推定方法 

地盤反力係数の換算係数α 

作用の組合せに地震の

影響を含まない場合 

作用の組合せに地震

の影響を含む場合 

直径 0.3m の剛体円板による平板載荷試験の

繰返し曲線から求めた変形係数の1/2 
１ ２ 

孔内水平載荷試験から求めた変形係数 ４ ８ 

供試体の一軸圧縮試験又は三軸圧縮試験から

求めた変形係数 
４ ８ 

標準貫入試験の N 値より E＝2800N で推定し

た変形係数 
１ ２ 
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５-３．支持層の設定 
・当該地における支持地盤は、以下の「道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編、H29.11、日本道

路協会p.177-178」の記載事項及びボーリング調査結果・試験結果を基に決定する。 

  

 【一般的な良質な支持層】 

・粘性土    ：N≧20（一軸圧縮強度qu≧0.4N/mm2） 

・砂層、砂礫層 ：N≧30 

・岩盤     ：基礎施工後の強度・変形特性から評価(スレーキングが生じる岩盤、

膨張性の岩盤、著しく風化した岩盤については十分評価する。） 

 

 

 ・支持層は、基礎底面から基礎幅（杭径）の3倍の深さが確認できる層とする。基礎幅φ1000

と想定した場合の支持層厚は、以下の通り5.0mとする。 

 

【層厚の設定】 

・杭根入れ  ：1.500m（杭長ﾗｳﾝﾄﾞ含む） 

・基礎幅の3倍：3.000m（杭径φ1000）  

・合計    ：4.500m 

         ⇒支持層厚5.000m 

 

 

 
５-４．粘性土層の圧密性状 

・粘性土層は、圧密試験結果から各橋梁区間の圧密性状を評価する。 

 

・大阪モノレールの延伸区間は、薄層の粘土層もあることから、「道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構

造編、H29.11、日本道路協会 p.270」により、薄層の粘土層を支持層とする場合は、支持力お

よび沈下量を検討する。 
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５-５．地下水位 
・地下水位は、各土質調査結果における観測水位とする。 
 
・浮力有りのケースの設計水位は、フーチング上面とする。また、フーチング上面より地下水

位の標高が高い場合は、安全側に配慮して地下水位を設計水位とする。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地下水位がフーチング上面より高い場合      地下水位がフーチング上面より低い場合 
 

 
５-６．耐震設計上の地盤種別 
 ・PS 検層を実施している場合は、地盤種別の判定に用いる平均せん断弾性波速度は PS 検層によ

るS波速度を使用する。 

 ・PS 検層を実施していない場合は、「道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編、H29.11、日本道路協

会p.68-70」に準じ、N値より推定する。 

 

 
 
 
 
 

設計水位

地下水位

地下水位（設計水位）
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表 耐震設計上の地盤種別 

   
 

 
 

５-７．地震時に不安定となる地盤の判定 
(1) 耐震設計上ごく軟弱な土層 

  「道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編、H29.11、日本道路協会 p.66」より、ごく軟弱な粘性土

層およびシルト質土層がある場合は、土質定数を０として設計を行う。耐震設計上のごく軟弱

な土層は、地表面から3ｍ以内の深さにある粘性土層で、一軸圧縮試験又は原位置試験により推

定される一軸圧縮強度が20ｋN/ｍ2以下の土層をいう。 

 

(2) 液状化 

沖積層の土層で以下の3つの条件すべてに該当する場合には、地震時に橋に影響を与える液

状化が生じる可能性があるため、「道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編、H29.11、日本道路協会

p.161-162」より、液状化の判定を行わなければならない。液状化の判定はレベル2地震動に対

して行う。 

 

1)地下水位が地表面から10m以内にあり、かつ、地表面から20m以内の深さに存在する飽和

土層 

2)細粒分含有率（粒径75μm以下の土粒子の通過質量百分率）FCが 35%以下の土層、又はFC

が 35%を超えても塑性指数IPが 15以下の土層 

3)平均粒径D50が10mm以下で、かつ、10％粒径D10が1mm以下である土層 

 
  

Ⅰ　種

Ⅱ　種

Ⅲ　種

地震の特性値TG　　（sec)

　　　　　　　　　TG　<　0.2

0.2　≦　TG　＜　0.6

  　　 0.6　≦　TG

地盤種別
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５-８．耐震設計上の地盤面 
(1) 常時における設計上の地盤面 

  「道路橋示方書・同解説Ⅳ下部構造編、H29.11、日本道路協会 p.184」より、常時における設

計上の地盤面は、長期にわたり安定して水平抵抗が期待できる地盤である。したがって、施工に

よる地盤の乱れなどに留意して設定する。 

 

(2) 液状化地震時における耐震設計上の地盤面 

  「道路橋示方書・同解説Ⅴ耐震設計編、H29.11、日本道路協会p.66」より、耐震設計上の地盤

面を設定する。なお、地震時における耐震設計上の地盤面とは、その面より上方の構造部分には

地震力を作用させるが、その面より下方の構造部分には地震力を作用させないという耐震設計に

おいて仮定する地盤面のことである。 
また、耐震設計上の地盤面は、一般に常時における設計上の地盤とするが、地震時に地盤反力

が期待できない土層がある場合は、耐震設計上の地盤面はその層の下面に設定する必要がある。 
 
 【地震時に地盤反力が期待できない土層の定義】 
  ①耐震設計上ごく軟弱な土層 
  ②液状化する土層で耐震設計上土質定数を０とする土層 
 
 【耐震設計上の地盤面設定上の留意事項】 
   地盤反力が期待できない土層が互層状態で存在する場合は、層厚が 3m 以上の地盤反力が期

待できる最も浅い土層の上面とする 
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第７章 工事への申し送り 

７-１．施工上の注意点 
・コンサルの設計は各会社で設計を行っている。設計統一事項を作成して隣接会社とも調整を 
 図っているが、工事会社の工区割りなどとの相違により改善が図られる場合には、見直しを行う

こと。 
・クレーン架設地点では、工事着手前に特に高圧線の位置確認を行うこと。また、移設を前提とし

ている場合には、工事着手前に確認を行うこと。 
・俯角 75°以内に一般車両が走行しないことを確認すること。 
 
 
 
 
 
 

 
 ＜解説＞ 

 
 

７-２．道路使用協議 
・本線の規制時間は以下を想定している。詳細設計でも警察協議で検証を行っているが、工事着手

前に精査の上、地元要望などによりこれにより難い場合ならびに工事着手前には再度警察協議に

て確認を行うこと。 

   平日：規制開始ＰＭ１１：３０ ～ 交通開放ＡＭ５：００ 

   休日：規制開始ＰＭ１１：００ ～ 交通開放ＡＭ５：００ 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 ＜解説＞ 
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